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令和元年度第１回新潟市障がい者施策審議会 会議録

【日 時】

令和元年９月５日（木曜）午前１０時から正午

【場 所】

白山会館２階 胡蝶の間（新潟市中央区一番堀通町１－１）

【出席者】

＜委 員＞

有川委員、松永委員、石川委員、富田委員、高井委員、角田委員、佐藤委員、

片桐委員、宇治委員、多賀委員、萩原委員、広岡委員

計１２名

（欠席委員：本間委員、熊谷委員、松井委員）

＜関係課＞

こども政策課、こども家庭課、児童発達支援センター、こころの健康センター、

学校支援課、各区健康福祉課

＜事務局＞

福祉部長、障がい福祉課長、障がい福祉課長補佐、障がい福祉課職員

【傍聴者】

３名
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１．開会 

（司会：障がい福祉課 佐藤課長補佐） 

 少し時間は早いですが、皆様お揃いになりましたので、ただいまから、令和元年度第１

回新潟市障がい者施策審議会を開会いたします。お忙しい中、審議会にご出席いただきま

して、ありがとうございます。私は、本日の進行を務めます、新潟市障がい福祉課課長補

佐の佐藤と申します。よろしくお願いいたします。

 開会に先立ちまして、本日は当会議の今年度最初の会議となりますので、会議の公開お

よび議事録の取り扱いについてご説明いたします。会議の公開についてですが、本市の指

針により、会議は原則として公開することとしておりますので、この会議についても傍聴

が可能となっています。

 次に、報道機関についてですが、報道機関による取材が入る場合もございます。本日、

報道機関の方が来られています。撮影については、議事に入るまでの間として、ご了承い

ただきたいと思います。

 当会議の内容については、議事録を作成し、後日ホームページなどで公開することとな

っておりますので、よろしくお願いいたします。議事録作成のため、録音をご了承いただ

きますとともに、ご発言の際には、職員がマイクをお持ちしますので、お手数ですが、挙

手をお願いいたします。

 会議に入ります前に、資料の確認をお願いしたいと思います。事前にお送りしたものと

して、

・次第

・出席者名簿

・座席表

・【資料１】第３次新潟市障がい者計画進捗状況

・【資料２】第５期障がい福祉計画数値目標達成状況

・【資料３】第５期障がい福祉計画のサービス見込み量に対する実績について

・【資料４】新潟市手話言語条例の制定について

・【資料５】共生のまちづくり条例に関する周知状況等について

・【資料６】新潟市障がい者デイサポートセンター（通称：明日葉）について

以上６点となっています。

 次に、本日机上配布した参考資料として、

・児童発達支援等の利用者負担の無償化について（チラシ）

・全国障がい者芸術・文化祭にいがた大会について（チラシ・ガイドブック）

・ヘルプマーク・ヘルプカードについて（チラシ）

・新潟市障がい者大運動会について（チラシ）

となっております。お手元にございますでしょうか。無いようでしたら、事務局までお知

らせいただきたいと思います。
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２．福祉部長挨拶 

（司会：障がい福祉課 佐藤課長補佐） 

 それでは、開会にあたりまして、佐久間福祉部長よりご挨拶申し上げます。

（佐久間福祉部長） 

 皆様、おはようございます。新潟市福祉部佐久間と申します。皆様におかれましては、

日ごろより本市の障がい福祉施策につきまして、さまざまな場でご理解、ご協力を賜りま

して、ありがとうございます。また、本日におきましては、ご多忙のところ本会議にご参

加を賜り、重ねてお礼を申し上げます。

 この審議会は、障がい者施策全般につきまして、皆様からご意見を頂く審議の場でござ

いまして、障害者基本法に定める「障がい者計画」、それから、障害者総合支援法に定める

「障がい福祉計画」という、２つの計画の策定、そして進捗状況につきまして、監視、推

進する場として、非常に重要な機関と位置付けられてございます。

 本日は、議事内容といたしまして、平成 27 年度から令和２年度までが計画期間となっ
ております「第３次新潟市障がい者計画」の取り組み状況、それから、昨年度が計画初年

度でございました、「第５期新潟市障がい福祉計画」の進捗状況につきまして、ご報告させ

ていただきますので、忌憚のないご意見を賜れればと考えております。

 また、本市におきましては、昨年度、「新潟市手話言語条例」を策定いたしまして、この

４月から施行したところでございます。条例の策定によりまして、手話の普及、理解促進

に向け、本市の役割、そして市民の皆様方の役割等を明確化したことから、すべての皆様

方が暮らしやすい共生社会の実現に向けまして、今後より一層、取り組みを進めてまいり

たいと考えております。

 また、本日パンフレットをお手元にお配りしておりますが、今月 15 日から、「国民文化
祭にいがた 2019」と一体で、「全国障がい者芸術・文化祭にいがた大会」が開催されます。
県内各地でそれぞれの地域の特色を生かした催しが行われますが、本市におきましても、

障がい者芸術に着目いたしまして、さまざまな催しを行うこととしております。障がいの

ある方もない方も共に楽しみ、交流を広げていただけるよう、そのような場を創出してい

きたいと考えております。委員の皆様におかれましても、この催しの成功にご協力をいた

だければと考えております。

 結びになりますが、今年度も皆様からさまざまなご意見を頂き、本市の障がい福祉施策

がさらに推進していきますよう、我々も一生懸命取り組んでいきたいと考えておりますの

で、ご理解とご協力、引き続きよろしくお願いいたします。私からのあいさつは以上でご

ざいます。本日はよろしくお願いいたします。

（司会：障がい福祉課 佐藤課長補佐） 

 では、続きまして、本日の委員の出席状況ですが、委員 15 名のうち、本間委員、熊谷
委員、松井委員から欠席のご連絡をいただいております。12 名の委員の方々が出席されて
おり、過半数を超えておりますので、この審議会が成立していることをご報告いたします。

 次に、事務局につきましては、配布しました出席者名簿の裏面をご覧ください。この体

制で進めてまいりますので、よろしくお願いいたします。
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３．議事（１）第３次障がい者計画の進捗状況について 

  議事（２）第５期障がい福祉計画数値目標達成状況について 

（司会：障がい福祉課 佐藤課長補佐） 

 それでは、これより議事に移らせていただきます。これからについては、有川会長に進

行をお願いいたします。よろしくお願いいたします。

（有川会長） 

 皆さん、おはようございます。大変時間が限られている中で、いくつか議事等あります

ので、早速進めさせていただきたいと思います。

 本日の時間配分ですが、次第をご覧ください。次第「３ 議事」については、（１）と（２）

を事務局から一括で説明いただき、質疑応答と合わせて、おおむね１時間を予定しており

ます。なお、本日、この会場ですが、後片付けも含めて 12 時半までしか借りられており
ませんので、会議終了は 12 時とさせていただきたいと思います。皆様、時間厳守にご協
力をお願いいたします。

 それでは早速、議事にまいりたいと思います。議事の「（１）第３次障がい者計画の進捗

状況について」と「（２）第５期障がい福祉計画数値目標達成状況について」、これについ

ては事前に資料を配布させていただいておりますので、目を通していただけているかと思

いますが、事務局から簡単に説明をお願いいたします。

（事務局：障がい福祉課 長浜課長） 

 皆さん、おはようございます。新潟市障がい福祉課の長浜と申します。この議事の（１）

と（２）、各計画の進捗状況、達成状況について、私から一括してご説明させていただきた

いと思います。資料が１から３までということで、少しお時間が長くなるかと思いますが、

よろしくお願いしたいと思います。それでは、恐縮ですが、座って説明させていただきま

す。

 それでは、初めに資料１をご覧ください。こちらは、平成 27 年度から令和２年度まで
を計画期間といたしました、「第３次障がい者計画」の進捗状況として、計画の方向性に対

する、平成 30 年度の取組実績をまとめたものになります。この計画自体は、取り組みの
基本的方向性を定めたものでございまして、数値目標を具体的に定めたものではございま

せんが、新潟市におきましては、この方向性に沿って、各種取り組みを実施しております。

現状、おおむね計画通りに進んでいると考えているところでございます。

 本日は、この資料の左側の「施策の方向性」に対しまして、平成 30 年度はどのような
取り組みを行ったか、資料右の欄の「取組実績」に記載されている中から、主な取り組み

について、かいつまんでご説明をさせていただきます。

 はじめに、１ページです。「１ 地域生活の支援」のうち「（１）相談支援体制の充実」

という項目でございますけれども、こちらは１ページの①から３ページの⑦までございま

して、主に相談窓口の運営や、関係機関の連携による支援体制の充実に向けて、取り組み

を行ったところでございます。

 まず、①「障がいのある人が身近な所で、いつでも相談や情報提供を受けやすい体制の

整備」におきましては、主に市内４カ所に設置している、障がい者基幹相談支援センター
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において、障がい者やその家族等へ、各種サービスの利用援助や情報提供等を総合的に行

ったところでございます。また、こころの健康センターにおきましては、精神に障がいの

ある方や、その家族等を対象に、精神疾患やストレスによるさまざまな不安等に関する相

談支援を実施いたしました。

 続きまして、②「夜間を含めた常時の連絡体制の確保」におきましては、基幹相談支援

センターや、相談支援サービスにより、相談連絡体制を確保したほか、地域生活支援拠点

において、夜間や休日における相談や緊急時の対応を行い、24 時間体制での支援を実施い
たしました。

 続いて、２ページをご覧ください。③と④は、「発達障がい、難病、強度行動障がいなど

への対応」ということになります。初めに、発達障がいについてでございますが、こちら

につきましては、新潟市発達障がい支援センターや児童発達支援センターにおきまして、

発達障がい者・児に対する相談支援等に取り組んだところでございます。

難病への対応としましては、在宅の難病患者とその家族に対する、保健師による訪問指

導、それから新潟県・新潟市難病相談支援センターでの難病相談支援を実施したところで

ございます。

 強度行動障がいへの対応といたしましては、支援者養成研修への参加にかかる費用の助

成を行うとともに、実際に強度行動障がい者・児を支援する現場での研修の場を設けまし

て、適切に支援できる事業所および職員を増やし、強度行動障がい者・児および家族が安

心して暮らせる環境の整備に努めたところでございます。

 続きまして、４ページをご覧ください。「（２）在宅サービスの充実」です。こちらでは

居宅介護をはじめとする、各種サービスを引き続き提供するとともに、補装具費の支給や、

日常生活用具の給付などを行い、在宅の障がい者のサービス向上を図ったところでござい

ます。なお、日常生活用具につきましては、難聴児のための補聴システムという給付品目

を、平成 30 年度新たに加えたところでございます。各種サービスの供給の実績につきま
しては、資料に記載のとおりでございます。

 続きまして、６ページをご覧ください。「（３）経済的な支援」の項目では、特別障がい

者手当や、障がい児福祉手当などの各種手当の支給や、福祉タクシー利用助成、自動車燃

料費助成など、移動にかかる費用の助成を行ったというところでございます。引き続き、

各種手当の制度の周知に努めるとともに、限られた財源の中で、適切な支給を行っていき

たいと考えております。

 続きまして、７ページをご覧ください。「（４）サービス基盤の充実」では、障がい者の

地域生活における居住の場や、日中活動の場となるグループホームや、生活介護事業所等

について、整備費用の補助を行い、サービス基盤の整備を図ったところでございます。グ

ループホームにつきましては、世話人の処遇改善や、重度障がい者の支援に対する補助を

行い、障がい者が地域で自立した生活を送るための支援を行いました。また、精神障がい

者の地域移行に向け、関係機関連絡会を開催し、支援者の人材育成や、ネットワークの構

築を図ったほか、ピアサポーターによる普及啓発活動を行い、精神障がい者と地域住民、

関係機関の支援体制の構築に取り組みました。

 続きまして、８ページをご覧ください。「（５）地域生活を支える人づくり」では、アル

コールや薬物の依存に関する知識を深め、適切な援助法を学ぶ家族教室を開催したほか、
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精神保健福祉ボランティアに関する普及啓発を行いました。また、精神保健福祉に関する

基礎・専門研修を実施し、精神保健福祉業務に従事する支援者や、サービス事業者の技術

向上を図ったところでございます。

 続きまして、９ページをご覧ください。「（６）スポーツ・文化活動の振興および余暇活

動の支援」でございます。こちらでは、知的障がいのあるメンバーで構成された和太鼓集

団によるワークショップや、県内のアーティストを中心とした、障がい者アートの作品展

などを開催したほか、スポーツの分野におきましては、障がい者スポーツの講習会や体験

会の開催など、障がい者のスポーツ活動や社会参加機会の確保に向けた取り組みを行いま

した。

 次に、10 ページをご覧ください。「（７）情報提供・コミュニケーション支援の充実」で
は、手話通訳者や要約筆記者の派遣、養成講習会の開催など、意思疎通の支援に関する事

業を引き続き行ったところでございます。

 続きまして、11 ページになります。ここからは「２ 保健・医療・福祉の充実」という
項目になります。

 はじめに「（１）障がいの予防と早期の気づき・早期の支援」では、基幹相談支援センタ

ーに配置している障がい児支援コーディネーターにより、障がい児に係る相談支援を実施

いたしました。また、医師による発達相談会や、療育教室を全区で実施したほか、児童発

達支援センターの専門員による巡回支援等を実施し、早期の気付きや支援につなげました。

 続きまして、12 ページをご覧ください。「（２）医療およびリハビリテーションの充実」
でございます。こちらでは、医療サービスを安心して受けられるよう、引き続き重度障が

い者医療費助成、通称「マル障」と呼んでおりますが、こちらや、自立支援医療などの各

種医療費助成を実施いたしました。

 続いて、13 ページから 14 ページの上段にかけてですが、「（３）精神保健と医療施策の
推進」では、こころの健康センターで、精神障がい者やその家族などの相談に対応したほ

か、自殺対策として、自殺未遂者本人や、その家族等に対して、電話、面接、訪問による

支援や、関係機関との調整を行いました。また、アルコールや薬物などの依存症の再発防

止を目的に、新潟県精神保健福祉センターと共催で、薬物依存治療回復プログラムを実施

したところです。

 続きまして、15 ページからが「３ 療育・教育の充実」という項目になります。
 「（１）就学前療育の充実」では、本市の療育の中核的機関であります、児童発達支援セ

ンターにおきまして、発達相談、通所支援、地域支援を実施したほか、新潟市発達障がい

支援センターJOIN（ジョイン） において、ペアレントトレーニングの技術習得を目的と

した講習会を実施いたしました。

 次の 16 ページの「（２）学校教育の充実」では、個々の児童・生徒のニーズに応じた特
別支援教育を進めるため、小・中学校の特別支援学級や通級指導教室等を整備するととも

に、人的な支援として、特別支援教育ボランティアを引き続き配置したところでございま

す。また、進学や就労など、児童・生徒が希望する進路の実現に向け、年間を通して就学

相談や進路相談等を実施いたしました。

 続きまして、18 ページをご覧ください。ここから「４ 雇用促進と就労支援」という項
目になります。
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 「（１）雇用促進と一般就労の支援」といたしましては、新潟市障がい者就業支援センタ

ー「こあサポート」におきまして、一人一人の障がい特性に応じた、相談から定着までの

一貫した伴走型支援を、関係機関と連携して実施をいたしました。また、障がい者雇用を

行う企業等への支援として、『障がい者雇用にいがた企業探訪』の発行や、障がい者雇用支

援企業ネットワーク「みつばち」と連携したセミナー等を開催し、障がい者雇用を推進し

たところでございます。 

 また 19 ページの④では、職域の拡大といたしまして、本市の特性であります農業を活
かして、「新潟市あぐりサポートセンター」による、農家と障がい者のマッチングや、施設

外就労を委託した農家への委託費用の助成など、農福連携に向けた取り組みを引き続き行

ったところでございます。

 続きまして、20 ページをご覧ください。「（２）福祉施設等への就労の支援」では、１点
資料の訂正をお願いいたします。①の取組実績のところに書いてございます、４行目から

５行目にかけて、「福祉施設がイベント・バザー等へ参加する経費等の一部を補助する」と

いうことが書いてあるのですが、こちらにつきましては、平成 29 年度で事業が終わって
おりますので、平成 30 年度はやっていないということで、そこについては削除をお願い
いたします。それ以外の部分といたしまして、授産製品の共同販売を行う「まちなかほっ

とショップ」を活用して、障がい者の就業や、障がいへの理解促進を図るとともに、市役

所の各部署に対して、物品等を調達する際に、障がい者施設や、障がい者を多数雇用して

いる事業者から優先的に調達するよう、働きかけ等を行いました。調達実績につきまして

は、資料に記載してございますが、前年度比およそ 3,000 万円の増となったところでござ
います。

 続きまして、21 ページからは「５ 生活環境の整備」という項目になります。「（１）住
宅環境の整備」では、空き家活用リフォーム推進事業として、空き家を住居として利用す

る際の改修を支援したほか、「福祉のしおり」を活用して、各種助成制度の周知に努めたと

ころでございます。

 それから「（２）安心・安全なまちづくりの推進」では、新潟県バリアフリーまちづくり

事業の一環として、視覚障がい者等を補助する信号機を整備したほか、鉄道駅におけるエ

レベーターや、多機能トイレの設置を支援したところでございます。

 続きまして、22 ページをご覧ください。「（３）防災対策および災害時支援体制の整備」
では、要配慮者が利用する施設に対し、法令で義務づけられている災害時の避難確保計画

の作成や、避難訓練の実施について周知して、対応を促したところでございます。

また、23 ページになりますけれども、「（４）防犯・消費者トラブルの防止及び被害から
の救済」につきましては、障がい等で判断能力に不安がある方が、犯罪や消費者トラブル

の被害に遭わないよう、「市政さわやかトーク宅配便」を活用して、講習を実施したほか、

成年後見制度の周知に取り組むとともに、日常生活自立支援事業により、日常的な金銭管

理などの支援を行いました。

 続いて、24 ページになります。「６ 障がいを理由とした差別の解消及び権利擁護の推
進」に関する項目です。「（１）障がいを理由とした差別の解消の推進」としましては、平

成 28 年に施行いたしました、「新潟市障がいのある人もない人も共に生きるまちづくり条
例」について、条例研修会や、イベント等での周知啓発により、市民の認知度向上に取り



 8  

組むとともに、市職員向けに研修会を実施いたしました。「（２）権利擁護の推進」といた

しましては、基幹相談支援センターによる差別相談対応や、成年後見制度の利用促進、新

潟市虐待防止センターによる虐待防止事業を推進いたしました。

 次の 25 ページの「（３）障がいと障がいのある人に対する理解の普及」につきましては、
共生のまちづくり条例の周知に努めるとともに、教育委員会で作成をいたしました福祉読

本『誰もが心豊かに暮らせるまちづくり』を活用いたしまして、学校での理解啓発に取り

組みました。また、障がいのある人も、地域で安心・安全に暮らせるよう、道路や公共施

設などのバリアフリー化の推進を全庁的に呼び掛けるなど、障がいや障がいのある人に対

する理解を深めるための取り組みを行ったところでございます。

 最後、26 ページになりますが「（４）福祉教育の推進」につきましては、小・中学校に
おいて、特別支援学級や特別支援学校に通う児童生徒との交流および共同学習の機会を設

けたほか、総合学習として、障がいのある方からの講話や、車いす体験などを取り入れ、

障がいの有無にかかわらず、お互いの人格や個性を尊重し合える心を育むような取り組み

を行いました。

また「（５）ボランティア活動の支援・推進」といたしましては、手話通訳者・奉仕員、

要約筆記者等を養成するための講習会を開催し、障がい者の地域生活を支えるボランティ

ア人材の養成に引き続き取り組んでいるところでございます。

 第３次障がい者計画の実施状況について、はしりばしりでございましたが、以上になり

ます。

 続きまして、第５期障がい福祉計画の数値目標の達成状況についてご説明をいたします。

この計画につきましては、平成 29 年度に皆様方からご意見をいただき、作成をいたした
ところでございます。計画年度は平成 30 年度から令和２年度までの３カ年となっており
ます。昨年度が計画の初年度となりますけれども、この資料の実績のところには、参考と

して第４期計画の最後の年度、平成 29 年度の実績数値も記載してございます。資料２を
ご覧いただければと思います。

 この第５期障がい福祉計画では、全部で 13 の成果目標が設定されております。１つ目
の目標が、「福祉施設の入所者の地域生活への移行」ということでございまして、平成 28
年度末の施設入所者数 623 人を基準として、令和２年度末までに 39 人、１年あたりの平
均でいうと 13人を地域生活に移行させることを目標としたというところでございますが、
（２）の実績をご覧いただくと分かるとおり、平成 30 年度の移行者数は、６人というこ
とになっており、社会資源や介護人材の不足などから、目標数値を下回っているという状

況でございます。

 この施設入所者の地域生活への移行につきましては、居住の場となるグループホームの

整備も進んできておりまして、ここ数年で、受け入れ可能な定員数も拡大してきていると

いう状況でございますが、施設入所者の高齢化や、障がいの重度化が進んでいることから、

なかなか地域移行にはつながっていないという状況でございます。今後も、施設入所者が

地域生活へ移行する際の居住の場となるような、重度の方に対応したグループホームなど

の整備を重点的に行いながら、障がい者の入所施設などからの地域移行の促進を図ってい

きたいと考えております。また、自立支援協議会の相談支援連絡会に設置しております、
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地域移行・定着班におきましても、施設入所者の地域移行について検討していく予定とし

ております。

 次に、２ページをご覧ください。ここから５ページの上段までが、障がい者の就労に関

する成果目標となっております。２ページの「２ 福祉施設から一般就労への移行」です

が、こちらは令和２年度の一般就労移行者を 154 人にすることを目標とするというもので
ございまして、過去最大実績であった、平成 28 年度の一般就労移行者 140 人の 1.1 倍以
上にするという考えで、目標を設定したところでございます。

 実績といたしましては、平成 30 年度の一般就労移行者数は、148 人となっておりまし
て、直近の２年間、平成 28 年度、平成 29 年度を上回る結果となったところでございます。
引き続き関係機関などと連携しながら、令和２年度の目標達成に向け、取り組んでまいり

たいと思います。

 続いて、３ページをご覧ください。「３ 就労移行支援事業の利用者数」でございます。

令和２年度末における、就労移行支援事業の利用者数を、平成 28 年度末の利用者数 154
人に比べて、20％以上増となる 185 人にするという目標を設定しております。（２）の実
績といたしましては、平成 30 年度の利用者数は 197 人となりまして、現時点では目標値
を上回っているという状況です。

 続いて、４ページをご覧ください。「４ 就労移行率の３割以上の事業所の割合」でござ

います。こちらは、令和２年度末における就労移行率３割以上の就労移行支援事業所を、

全体の 50％以上にするという目標でございまして、（２）の平成 30 年度の実績としまして
は、24 の事業所のうち、10 の事業所が就労移行率３割以上となっており、昨年度の率と
しては 41.7％となっているところでございます。令和２年度末の目標の達成に向けて、就
労移行支援の利用促進を図るとともに、関係機関と連携をしながら、就労移行支援事業所

支援員のスキル向上を図るため、研修機会等の充実を図っていきたいと考えております。

 続いて、５ページをご覧ください。「５ 就労定着支援利用による職場定着率」でござい

ます。こちらは、就労定着支援事業による支援を開始した時点から、１年後に職場に定着

している人の割合を、令和２年度末において 80％以上とすることを目標としております。
平成 30 年度の就労定着支援事業の利用者数は 51 名でございますが、平成 30 年 10 月から
このサービスが始まったところでございまして、まだ１年を経過していないことから、１

年後の職場定着者数というのは、現時点では出ておりません。今後実績が出てくるものと

いうことになります。

 以上が、就労に関しての目標及びそれに対する実績ということになります。今後も、就

労移行支援事業所の利用促進を図るとともに、障がい者就労支援センター「こあサポート」

による就職のマッチングや定着支援、就労定着支援事業を行う事業所の確保などに努めな

がら、障がいのある方が適性に合った職業で、長く安心して働けるように、支援していき

たいと考えております。また企業に対しましても、障がいのある人の就労能力や合理的配

慮について、正しい理解の促進を図り、障がい者雇用に取り組む企業を PR しながら、障
がいのある人の就労機会の拡大につなげていきたいと考えております。

 続きまして、同じ５ページの下段の「６ 精神障がいにも対応した地域包括ケアシステ

ムの構築」でございます。こちらは、精神障がいのある人が、地域の一員として安心して

自分らしい暮らしをすることができるよう、保健・医療・福祉等が包括的に確保される地
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域包括ケアシステムの構築に向け、それらの関係者による協議の場を設置することを指標

としたものでございます。現在、既存の「精神障がい者の地域生活を考える関係機関連絡

会運営委員会」を活用しておりますけれども、ここのさらなる充実に向けまして、関係者

の構成や具体的な協議内容等について、検討を進めているところでございます。

 続いて、６ページをご覧ください。「７ 地域生活支援拠点の整備」でございます。この

目標は、令和２年度末までに、地域生活支援拠点を少なくとも１カ所整備するというもの

でございますが、既存の事業所が持つ機能を有機的に連携させることで、平成 29 年度に
整備をしたところでございます。今年度からは、自立支援協議会の相談支援連絡会に、緊

急相談班を設置し、利用ニーズ等を確認しながら、障がいのある方の生活を地域全体で支

えるサービス提供体制の構築・強化に向け、地域生活支援拠点等の事業内容を検討してい

るところでございます。

 続いて、「８ 児童発達支援センターの設置数」から「11 医療的ケア児に対する支援」
までが、障がいのある子どもの支援の提供体制の整備に係る成果目標になります。６ペー

ジ下段の「８ 児童発達支援センターの設置数」については、令和２年度末までに、児童

発達支援センターを１カ所以上設置することを目標としておりまして、本市ではすでに福

祉型・医療型で１カ所ずつ、計２カ所設置済みということでございます。

 続いて７ページになります。「９ 保育所等訪問支援の利用体制」です。こちらは、保育

所等の様々な育ちの場で、障がいのある子どもに、より質の高い専門的支援を提供する、

保育所等訪問支援サービスの提供事業所を、令和２年度末までに１カ所以上確保するとい

うことを目標としているものでございます。（２）の実績として、平成 30 年度には設置・
サービスの提供を行うことはできなかったのですが、今年５月に事業所の指定をいたしま

して、サービスの提供が開始されました。今後も、新潟市立児童発達支援センターと協力

をしながら、体制の整備に努めてまいります。

 続いて「10 主に重症心身障害児を支援する児童発達支援・放課後等デイサービスの確
保」でございます。令和２年度末までに、当該サービス事業所が１カ所以上ある状態にす

るという目標に対しまして、平成 30 年度末時点で、児童発達支援事業所が４カ所、放課
後等デイサービス事業所が５カ所となっており、目標を達成しているという状況ではござ

いますけれども、定員の空きがなかなか少ないということもございますので、今後も事業

所の増および定員の増に向けて取り組んでまいります。

 続いて、８ページをご覧ください。「11 医療的ケア児に対する支援」でございます。
保健・医療・障がい福祉・保育・教育等の関係機関が、医療的ケア児への適切な支援につ

いて、連携を図るための協議の場を設置するという目標に対しまして、平成 30 年４月か
ら、自立支援協議会の相談支援連絡会に新設した、療育等支援班において、医療的ケア児

についての協議を行っております。今後は、平成 30 年度に実施した各区の社会資源調査
をもとに、支援体制の充実に向けた検討を行う予定としております。

 続きまして、同じページの下段の「12 新潟市障がいのある人もない人も共に生きるま
ちづくり条例の普及・啓発」についてでございます。こちらは、令和２年度における条例

の認知度を、20％以上にするということを目標としております。（２）の取り組み状況と
いたしましては、平成 30 年度は、条例の目的である、共生社会の実現に向けて取り組む
「ともにプロジェクト」の一環といたしまして、バス停での障がい者アートの展示をさら
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に広げるとともに、連節バス車内の広告スペースやモニターを活用して、「バスなか美術館」

として障がい者アートの展示を行ったほか、新潟市フェアや、にいがた食の陣などのイベ

ントにおいて、幅広い層に対して、条例の PR 活動を行ったところでございます。
なお、新潟市フェアにおいて実施した、条例認知度調査では、認知度が 28.4％という結

果でございました。今後も認知度向上に向けて、積極的に周知啓発に取り組んでまいりた

いと考えております。

 最後に、９ページをご覧ください。「13 学校等への相談機関等の周知」でございます。
こちらは、学校の教員が発達障がい等に係る相談を受けた際に、適切に支援機関につない

だり、相談窓口を紹介したりできるよう、各種学校に対し、相談機関等の周知を行うこと

を目標としており、平成 30 年度におきましては、新潟市発達障がい児者支援体制概要と
いうものを作成いたしまして、各学校へ、発達障がいに係る支援機関や相談窓口について、

情報提供したところでございます。今後も継続して情報を共有し、教育分野と福祉分野の

連携を強化してまいりたいと考えております。

 第５期障がい福祉計画の数値目標の達成状況については、以上でございます。

 続けて、資料３になります。第５期障がい福祉計画のサービス見込み量に対する実績に

ついて、説明をいたします。

 第５期障がい福祉計画では、今ほど説明いたしました成果目標のほかに、65 の項目の各
種サービスについて、サービス提供の見込量というものを年度ごとに設定をしております。

この表の中でご覧いただきたいのは、この表の右から３つ目の列、「達成状況に応じて１か

ら５の数字を入力」という欄でございます。ここは、計画で設定した見込み量に対して、

平成 30 年度の実績としてどの程度達成できているかを、５段階で評価した欄になってお
ります。数値で「５」というものは 100％以上達成しているもの、「４」というものが 80％
から 100％の達成率、「３」が 60％から 80％の達成率、「２」が 60％未満の達成率で、「１」
はその他として、特殊な状況にあるものを表しているということになります。

 この全部で 65 ある項目のうち、達成状況が「５」、100％達成していますという項目は、
65 のうち 38。それから達成状況が「４」、80％から 100％達成していますというサービス
は、65 のうち 14 ということで、合わせて 52、全体の 80％に相当する 52 のサービスにつ
いては、設定した見込み量をおおむね提供できているという状況でございます。

 設定した見込み量に対して不十分となった残りのうち、主なものについて、ここではご

説明させていただきたいと思います。まず１ページ目の上から５つの事業というのが、訪

問系のサービスということになりますが、このうち、２番目の行動援護、３番目の同行援

護、それから１つ飛ばして、重度障がい者等包括支援について、達成状況がほかと比べる

と若干低くなっているという状況でございます。こちらにつきましては、先ほども少し説

明させていただきましたが、ヘルパー人材の確保ですとか、あとは利用者のニーズに応じ

た事業所の確保というのが、課題となっております。達成状況が「１」となっている、重

度障がい者等包括支援については、実施している事業所が今ないという状況で、実態とし

てはほかのサービスと組み合わせて対応しているという状況でございます。

 続きまして、２ページになります。上のほうの日中活動系のサービスのうち、上から４

つ目の就労定着支援につきましては、先ほどもお伝えしたとおり、昨年の 10 月から開始
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したサービスということでございまして、達成率は 36.4％ということになっております。
サービスを利用するための支給決定の手続きというのが、利用者の負担になったことが一

因と考えられますが、職場定着にかかる支援の必要性の周知に努め、利用促進を図ってい

きたいと考えております。

 それから２ページ一番下の、自立生活援助につきましては、達成率が 30％ということで
ございました。提供事業所が市内１カ所に限られていることもございまして、利用者数が

見込みを下回る結果となったところでございますが、利用ニーズ等を勘案しながら、事業

所の参入を働き掛けていきたいと考えております。

続いて、３ページでございますが、下から２段目、保育所等訪問支援につきましては、

平成 31 年３月時点では提供事業所はなかったのですが、先ほどご説明したとおり、今年
の５月に事業所の指定を行い、サービスの提供を開始したところでございます。

 最後、６ページになります。上から４段目の要約筆記者養成研修事業は達成率が 65.1％
にとどまっておりますが、聴覚に障がいのある方の意思疎通支援の充実に向け、現在登録

している奉仕員に対しまして、研修会を実施するなど、より高度な技術を有する要約筆記

者の養成に引き続き努めてまいりたいと考えております。

 以上、達成状況がちょっと低いものの中から、主なものについて説明をさせていただき

ました。今ほど説明した３つすべてになってきますけれども、社会保障関係の経費の増加

や福祉人材の確保など、いろいろ課題がございますが、国・県の各機関や、事業所などと

密に連携をしながら、引き続きこの２つの計画の目標達成に向けて取り組んでいきたいと

考えております。私からの説明は以上でございます。

（有川会長） 

はい、ありがとうございました。ただいま事務局より、障がい者計画の進捗状況と、障

がい福祉計画の数値目標についての説明がありましたが、何かお聞きになりたいことやご

意見等ありましたら、挙手をお願いします。角田委員。

（角田委員） 

 角田です。よろしくお願いします。資料１の進捗状況の中の、児童発達支援センターこ

ころんの巡回相談のことについて、質問と確認、それから要望をしたいと思っています。

 まず確認をさせてください。現在、幼児期の早期発見と発達支援というところは、新潟

市の中では、児童発達支援センターこころんで実施されているという理解をしてよろしい

でしょうか、ということを、まず１点目ご質問したいと思います。

（事務局：児童発達支援センター 大倉所長） 

 児童発達支援センターこころんの所長、大倉と申します。児童発達支援センターでは、

就学前のお子さんに対する支援をしております。新潟市発達障がい支援センターJOIN（ジ
ョイン）でも幼児についての相談は受けているとは思うのですが、JOIN（ジョイン）に
乳幼児の相談があったときには、こころんを紹介してくださることがあります。そのよう

なときは、うちは就学前の児童については専門機関だと思っておりますので、こちらのほ

うでご相談を承っております。
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（角田委員） 

 ありがとうございます。そこでなんですけれども、ということは、発達障がい者支援法

において示されている、発達障がい児者の早期発見と発達支援というものを、こころんさ

んも同じように担っていると理解する形でお話をさせていただくにあたって、まず発達障

がい支援センターというふうに、ネーミングが「発達障がい」とついているところに、な

かなか足が向けられない、敷居が高いというのは過去から言われているところで、この巡

回相談というのが、一番実は眠っている部分を掘り起こせる場面だと思っています。そし

てその巡回相談の中では、保育所等訪問支援とは違って、園のほうからの要請に基づいて

訪れているということだと私は理解しています。ですので、ここが、早期の発見の場であ

り、早期の支援に結びつける、発達支援を行っていく、最も重要な場所かなと思っており

ます。

 そして、この前の新潟日報にも載っていたのですが、大きくなったときに、引きこもり

という状態に陥る人たちが、長らく小さい頃に、何らかの形で発達支援を受けられるチャ

ンスがなかった方たちも多く含まれているかと思うんですね。巡回相談というものを、と

ても大事に見ております。先回の、新潟市発達障がい児者支援協議会関係機関連絡会議の

席において、ご担当の方から、ご家族によっては心が折れてしまう可能性があるので、そ

うだとわかっていても伝えない場合もあるということ、それも、そのときのご担当者さん

の判断によって、そのようにしていますというお答えがありました。そして、何パーセン

トぐらいそういった方たちはいらっしゃるのかと質問したのですが、数値的には掌握はし

ていないというお答えでした。そして今回の資料、支援件数 906 件が、どのような流れに
構成されていくのかという報告書のようなものが、例えば JOIN であれば、国の決まりで、
必ず報告書が出されます。相談内容についても、細かく支援の報告が義務付けられている

と思います。こういったものが明らかになっていない。30 年前と変わらない状態が、今こ
こにあるとしたならば、やはり一番大事な場面であるので、巡回相談に、今後どのように

取り組んでいくのかという中身を、内容を、報告書等を含めて教えていただきたいという

か、わかるような形で示していただきたいです。それをもとに、協議会、新しく部会が今

回立ち上げられると聞いておりますので、その中で調整をしていけたら一番いいなと思っ

ています。以上です。

（有川会長） 

 今のお話についていかがでしょうか。今後の見通しも含めての話ですよね。

（事務局：児童発達支援センター 大倉所長） 

JOIN の報告書については、申し訳ないのですが、見たことがなかったので、確認し検

討していきたいと思います。巡回相談によって早期発見につながるというのは、こころん

としても感じておりますので、今後、地域で適切な支援が行えるように、地域支援の質の

向上を図っていくような施策をしていこうと、今動いているところです。報告書について

は、JOIN の報告書を見た上で、こちらのほうでできることはしていきたいと思っており

ます。
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（角田委員） 

 強調させていただきたいのは、やはり伝えるという前提だということだと思うんですね。

診断に向けるということではなくて、支援ですので、伝えるという前提で、言わない、伝

えないということは、ほぼない時代だと思っております。専門的な支援機関ですので、そ

の方がとてもデリケートな問題だから難しいというのは重々承知しておりますが、伝え方

というのがあると思いますので、伝えない人もいますというようなことが、実態としてあ

るということは、ちょっと考えにくいかなと思っていますので、その点一番大事にとらえ

ていただきたいなと思います。

（事務局：児童発達支援センター 大倉所長） 

 おっしゃる通り、伝えていって、保護者の支援につなげるということが大事だと考えて

おりますので、そのようにしていきたいと思っていますし、保育園に発達支援コーディネ

ーターもおりますので、連携しながら進めてまいりたいと思っております。

（有川会長） 

 はい、ありがとうございます。ほかにありますか。松永委員、お願いします。

（松永委員） 

 松永です。２、３お聞きしたいのですが、相談支援の基幹相談支援の中で、視覚障がい

者が実際に相談に行っているのでしょうか。数がわかれば、教えていただきたいというこ

とと、意思疎通支援、コミュニケーション支援というのでしょうか。それとボランティア

のところに関係するのですが、視覚障がい者のボランティア、音訳と点訳が書いてあった

と思うのですが、今回の資料、私ずっと見たのですが、上手に読み取れなくて、見落とし

たのかもしれないのですが、視覚障がい者の隣のところの意思疎通、コミュニケーション

支援あるいはボランティアのところで、実際にどうなされているかというのをお聞きした

いことと、それと同行援護の目標とかもあるわけですけれども、同行援護のヘルパーさん

の数が足りているかどうか。全国的に見てもヘルパーさんの数が減っているということが

起きていますが、新潟の場合はどういう傾向かということと、それからヘルパーさんの、

言い方が少し失礼かもしれませんが、質の問題で、最近、いいヘルパーさんなのですが、

親切で優しいのですが、視覚障がい者の心理をご理解いただいてないような方が、研修に

はあるはずなのですが、ヘルパーさんもともとは知的障がい者の方々への対応の中から、

視覚障がい者に移ってきたために、視覚障がい者の気持ちをよく理解してないのではない

かというのを、ときどき伺えます。その辺の研修などをどうされているか、お聞きします。

（事務局：障がい福祉課 杉本指定係長） 

 障がい福祉課指定係長の杉本と申します。２つの質問に答えさせていただきます。基幹

についての障がい種別というところですが、大変申し訳ないのですが、身体・知的・精神

等はカウントしているのですが、身体障がい者が何人いたとかいうことはあるのですが、

例えば昨年でしたら、身体障がい者であれば 300 人、障がい児 20 人というのはあるので
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すが、その中での視覚障がいをお持ちの方が何人ぐらいいるかというのは、カウントを取

っておりませんので、申し訳ありませんが、今後そこについては検討させていただきたい

と思います。

 あと、同行援護のヘルパーについてですが、同行援護のヘルパーが足りているかどうか

というご質問については、明確にお答えできないのですが、ヘルパー全体は不足している

のかなというのは認識しております。そこにつきましては、障がいだけではなくて、高齢

の分野ですね、そちらのほうが顕著となっておりますので、高齢、障がいと合わせて、そ

ちらのほうは今回処遇改善ということで、10 月からその方々の給料を実質的に上げるとい
うようなことも、国からの指示が出ておりますので、あと高齢のほうで重点事業といいま

すか、予算をつけて、ヘルパー人材の要請をするというような予算要求もしていると聞い

ておりますので、高齢分野と合わせて確実に強化していきたいと思っております。

 あと、最後にヘルパーの質についてですが、ヘルパーの研修ということであると、県の

ほうに委託して、県から新潟市社協に委託して、ヘルパーの研修、たん吸引等も含めてや

っていただいているところではあるのですが、ご指摘の部分があるというのを伺いました

ので、県や新潟市社協に、委員のご指摘を伝えていこうと思っておりますのでよろしくお

願いいたします。

（事務局：障がい福祉課 羽賀管理係長） 

 障がい福祉課管理係の羽賀です。ボランティアのことについてご説明します。障がい者

の方を支えるボランティア活動の人材を育成するために、手話通訳者の講習会ですとか、

あと手話奉仕員の講習会、あと要約筆記ですとか点訳講習会などを、市の事業として実施

しております。点訳講習会のほうですと、平日の部と休日の部と設けておりますし、今後

も皆様にボランティア活動をしていただけるように、進めていきたいと思っております。

（松永委員） 

 相談の数ですが、私たち視覚障がい者、当事者から言うと、現実に視覚障がい者の方が

どれだけ困っているかとか、そういう１つの目安になると思いますので、できれば障がい

別に数を挙げていただきたいと思っています。一緒くたに、身体障がい者全体でこれだと

言うと、じゃあその中の視覚障がい者、聴覚障がい者が、どれだけ困っているか、合理的

配慮がどうだとか、そういうことにもなってくると思いますので、できることであれば、

その辺までカウントしていただきたいと思っています。

 それとボランティア、今回の資料で私は確認できなかったのですが、視覚障がい者の情

報環境が変わってきておりますので、点字の利用者が減ってきているという中で、実際に

視覚障がい者もパソコンを使ったり iPhone を使ったりして、いろいろなところに挑戦し
てきていますので、視覚障がい者の情報環境も変わってきていますので、そういう意味で、

それにかかわるようなボランティアさんの養成というか、そういうのも必要になってくる

のではないかなと思っています。

 それと同行援護も、ある程度数は足りているのでしょうけれども、10 月から報酬が上が
るので、それはいいことなのですが、じゃあそれに合わせて数が増えてくださればいいと

思うのですが、実際にただ資格を取るときに、資格を取るのは取って、各事業所に勤めら
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れるわけですけれども、その後の中での研修というのが実際にはやられていないと思いま

す。事業所ごとにはやられているかもしれませんけれども、実際に私たち利用者から見る

と、資格は取っているけど、やはりもう少し対応の仕方だとか、特に心理的な面での相談

があったりしますので、その辺も検討していただきたいと思っています。以上です。あり

がとうございました。

（有川会長） 

 ほかにいかがでしょうか。富田委員。

（富田委員） 

 質問したいことは２点です。１点目は教育についてです。資料ですと、資料１の 16 ペ
ージほどになると思います。育成会の学齢部の会員からの声なのですが、インクルーシブ

教育というのが広く渡ってきたのですが、それは素晴らしいことなのですが、始まったば

かりなので、それをちゃんと見守っている人がいないと、やっぱりいじめとか障がい児が

生活しづらい場面がいっぱい出てきていると。そして、あと支援員さんが、人件費の削減

ということで、１時半に皆さん帰ってしまう。そのあとにやはり問題が起こる。障がい児

が教室の移動が分からなかったりとか、あとやはりいじめがこっそり行われているので、

そういうところをやはり見る人がいないとかわいそうだということです。やはりそういう

ときに、支援員さんのボランティアを活用するべきだと思うのですが、登録が今 59 人と
書いてあるので、この 59 人の方が、登録だけなのか、現場にちゃんと出ている方がどれ
ぐらいなのかということが知りたいです。

 あと、普通学級の子どもたちにも、障がい児と触れる機会が増えているわけですから、

普通の人も障がいのある人もみんな含めて人間なんだよという、そういう教育を伝えてい

くべきなのではないかなという、学齢部からの声が出ていますので、授業の中でも、障が

いのある人もいて、普通の定型発達の人もいて、それぞれ困っていることがあったらお互

い助け合っていくべきだみたいな、そういうふうな授業を設けられたらいいなという声が

ありました。

 そして２点目が、地域移行についてです。資料２の１ページ目になると思うのですが、

目標が 13 人で、実績が６人ということで、この６人の区分がどのようになっているかと
いうのを知りたいです。あと、地域移行をどういうふうに進めているかというのが、私は

全然わからないのですが、例えば、事業所から何人移行しましたという数字を、障がい福

祉課のほうに挙げてくるのを待っている感じなのか。それとも１年あたり 13 人という目
標があったら、例えば候補を 15～16 人ぐらい挙げて、じゃあしっかりこの 15 人は今年中
に地域移行するように頑張るぞというような、タッグを組んでサビ管の方とか相談員の方

と本人と家庭と、がっちりこう、何月何日までに地域移行するように頑張りましょうとい

うような、チームのようなものをつくって、本当にしっかりやらないとやはりすごく難し

いと思うのです。まず高齢者というのはやはり難しいと思いますし、あと知的と自閉傾向

がすごく重い、そしてまた他害なんかある方というのは、１～２年では無理ですので、３

～４年後ぐらいのスパンで考えたり。あと知的があまり重くないけれども、他害だけひど

いという方というのは、やはりグループホームも入りやすいのではないかと思うので、そ
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ういった方をターゲット、重点的に地域移行で考えていくとか、そういうふうな細かい作

戦といいますか、そういうのがあるのかどうかというのも知りたいところです。

（有川会長） 

 今のご質問いかがでしょうか。

（事務局：学校支援課 関原総括指導主事） 

 １点目の質問の教育に関しては、学校支援課でお答えしたいと思います。支援員さんの

配置についてですが、勤務が今年度は 5.5 時間の方と 6.5 時間の方、２パターンあるので
すが、それはベースが 5.5 時間で、6.5 時間の方もいるということなのですが、予算が減
る中で、人数を確保したいということで、それで勤務時間を短くして、人数を確保したと

いうところです。その 5.5 時間ですから、子どもが学校にいる時間、早く帰るとか、逆に
朝遅く来るとかということで、5.5 時間の勤務はあるのですが、子どもを見守るのは支援
員さんだけではなくて、学校職員全体で、担任だけでもなく、学校職員全体で見守るよう

にしていますので、その辺はご理解いただきたいなというふうに思っています。

 ボランティアの活用について、59 人というのは、これは昨年度の実績で、今現在は何人
かというのはすぐには出てきませんが、ボランティアの付き方として、ずっと１日、通年

でずっと学校に入られるという方もいるかもしれないのですが、どちらかと言うと単発で、

イベントがあったときに入られる、そのための登録で、ボランティア先と内容が一致すれ

ば、その方にお願いするというパターンもありますので、ボランティアの活用については、

今後もまた周知していきたいと思っています。

 最後に、通常の学級の子どもたちに、教育の部分で、それは各校で工夫しているところ

はあると思いますが、ご存じのように、交流および共同学習という形で、障がいのある子

が通常の学級へ行って授業を受けているというケースも大変多く見られておりますので、

そういった日常の活動を通して、障がいのある人もない人も、ともに学んでいくというこ

とを、通常学級の子どもたちにも、しっかりと機会を見て、指導していきたいと考えてお

ります。以上です。

（事務局：障がい福祉課 杉本指定係長） 

 地域移行についてですが、昨年の６人の区分は、申し訳ないですが、手元に資料がない

ので、ただ基本的に区分は４以上の方、恐らく４、５、６だと思います。行き先につきま

しては、グループホームが３名、自宅が３名。そこで、富田委員等にご説明なのですが、

地域移行という、国・県のこのカウント自体が、施設からグループホーム、もしくは自宅

のみを想定しておりまして、例えば、病院や障がいの施設から介護の施設へというのは、

地域移行にカウントされないので、まずは地域移行というと、グループホームか自宅に行

くということで、定義づけられていることをまずご理解いただきたいと思います。

 ちなみに、今年度については、上半期で７名が地域移行しています。ただ、その施設に

つきましても、例えば県リハとか、そういう所は何年間限定の入所の施設とかありますの

で、そういう所からの移行も含めるということになりますので、なかなかうまく行ってい

ないのかなというところです。
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 計画は立てておりますけれども、障がい福祉課のほうでは、この方とこの方というよう

なところまでということは不可能で、現実的に言ったとしても、ご家族の方の反対等々で、

施設にいると安心されるというご家庭が多いので、なかなか難しいのかなと思います。今

回、さくら参番館とか、敷地内グループホームということで、重い方を引き受けてくれる

グループホームを、補助金つけて作ったのですが、そこにつきましては地域移行を何名か

するというような条件の下に、グループホームの施設整備補助をつけたところではありま

す。そのようなことで、グループホームの施設整備補助の条件の中に、地域移行を何名か

必ず受けるというようなことを含めながら、グループホームの施設整備補助を出している

というのが１点と、あと昨年度から、自立支援協議会の中で、地域移行・定着班というの

をつくったのですが、昨年度は精神病院からの地域移行に特化したのですが、今年度から

太陽の村とかみのり園とか、そういう施設の方々から、その班に入ってもらって、どのよ

うにしたら地域移行が進むかということを検討しておりますので、できる限りこちらのほ

うも目標もあるところではありますし、必ず果たしていかなければいけない部分ではある

と思うので、力を入れていきたいと思いますので、またご協力していただければと思いま

す。よろしくお願いいたします。

（有川会長） 

 ありがとうございました。よろしいでしょうか。ほかにいかがでしょうか。宇治委員。

（宇治委員） 

 私からは２点です。資料１の８ページで、先ほどからボランティアの話がいくつか出て

いたかと思うのですが、通所の施設は、やはりボランティアの方にうまくお手伝いしてい

ただきたい、ボランティアの希望はあるのですが、なかなかつながっていかないというと

ころがありまして、その中で、精神保健福祉ボランティアに関する普及啓発を行ったとい

うことで、どのように行ったのかという内容と、それからその方たちをどのように今後つ

なげていくのか、施設なのか、ボランティアの研修なのか、普及をした中で、どのように

つなげる予定があるのかというところを教えていただきたいのが１つです。

 それからもう１点が、資料２の８ページになりますが、障がいのある人もない人も共に

生きるまちづくり条例のことなのですが、条例の市民向けのアンケートを実施したという

ことでありますが、どのような形でアンケートを実施したのかというところと、条例の認

知度というのも、条例について、条例を知っていますかという部分の認知度なのか、内容

も理解した上での認知度なのかというところも知りたいところがあります。その２点です。

よろしくお願いします。

（事務局：こころの健康センター 溝井所長補佐） 

 こころの健康センターでございます。それではまず１点目の、精神保健福祉ボランティ

アについてでございますが、こちらに記載されております普及啓発につきましては、前年

度までは養成ということで、市民講座等を活用していたというところですけれども、養成

だけではなくて、広く周知、普及啓発をしていかなければいけないという点も、当然重要

でございます。NPO 法人 南区たすけあい・ぱるさんと共同のような形で、市民の方、あ
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るいは高校・中学、学生の方に対して、講義・講座というような形で行ったというふうに

聞いております。

 そういった広く普及啓発していく中で、また可能性といいますか、今後のあり方をまた

検討して、今度は全市的なことを考えていかなければいけないということもありますが、

検討を進めていくということで考えております。

（事務局：障がい福祉課 羽賀管理係長） 

 障がい福祉課管理係の羽賀です。共生のまちづくり条例の普及についてお答えします。

昨年度は新潟市フェアというイベントで、６月 30 日と７月１日の２日間、新潟市で大き
いイベントがイオン新潟南でありまして、その中で１つ私どものブースを設けさせていた

だきまして、条例の普及啓発のパネル展示と合わせて、この条例を知っているかというア

ンケート調査をさせていただきました。委員のおっしゃるとおり、アンケートの中で、条

例の名前を知っているというのと、内容まで知っているというふうに分けたのですが、今

ここで数字は持っていないのですが、「名前は知っているけれども中身まではよく知らない」

という方が大半でございました。認知度 28.4％の中でも、「名前は知っているけれども内
容は知らない」という方が多くいらっしゃいました。今年度もまたアンケートを実施する

予定です。12 月 21 日に、同じくイオン新潟南のほうでブースを設けさせていただいて、
そこでアンケートをしたいと思いますが、障文祭等もありますので、今後も普及啓発に向

けて頑張っていきたいと思っています。以上です。

（有川会長） 

 よろしいでしょうか。ほか、いかがでしょうか。少々時間のほうも限られている状況で

すが、よろしいでしょうか。大体今の話、簡単にまとめさせていただくと、障がいの発見

かつその後の支援ですよね。その辺りのところでは、巡回相談ということで、内容等にか

かわるものが出てきたかなと思います。

 あと、人材、特にボランティアの話で、その質の担保というところと、やはりそこら辺

の人材の確保というところについて、これは市からも、実際の課題として出されていると

いうところがあるのですが、これをどのように今後具体的に進めていくのかというところ

ですよね。その辺りのところが、１つ課題として挙がってきているかなと思います。

 あと、地域移行ですね。その辺りについても同様のことが言えますけれども、やはりそ

こに対しても具体的な支援ですとか、それだけではやはり不十分で、啓発を具体的にどう

進めていくのかということです。この辺りは、恐らく今回出ている様々な計画もそうです

し、社会背景等も大きく変化をしてきている中で、浮かび上がってきているものかなと思

いますので、その点についてすぐにということはなかなか難しいとは思うのですが、でも

これはやはり早急に取り組んでいかなければいけない課題かなというふうに思っておりま

すので、ぜひ引き続きご検討いただければと思っております。

 それでは、この辺りで議事の１、２を終了させていただきたいと思います。
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４．報告事項 

（有川会長） 

 報告事項になります。報告事項の「（１）新潟市手話言語条例の制定について」、事務局

のほうから説明をお願いいたします。

（事務局：障がい福祉課 羽賀管理係長） 

 新潟市手話言語条例の制定について、ご報告いたします。資料４をお開きください。会

の冒頭、部長のあいさつにもありましたが、本市では昨年度、２月議会において、新潟市

手話言語条例が可決・制定され、４月１日より施行いたしました。本条例は、手話は言語

であるとの認識に基づいて、手話への理解促進や、手話をしやすい環境の整備に取り組む

ことで、すべての人が心を通わせ、お互いの人格や個性を尊重し合う社会の実現を目的と

しています。

 手話言語条例については、平成 25 年に、全国で初めて鳥取県で条例が制定され、その
後、全国各地で条例制定を目指す動きが広まっております。本市においては、昨年度、手

話言語条例にかかる議会勉強会が開かれ、当課といたしましても、条例制定に向けた検討

に加わり、継続的に調査、審議を行ってまいりました。４月１日の本市での条例制定によ

り、県内では新潟県と 10 の市町村で条例が成立しております。
 このたびの条例の制定により、手話に対する理解促進や、普及に向けた本市の責務や、

市民の皆様の役割等が明確化されました。

 資料では、市や事業者の責任、役割の概要として、それぞれの立場における責務や役割

を示しております。本市では、今まで以上に手話が言語であるとの認識に基づき、本市職

員の研修における手話言語条例の説明や、聴覚障がい者による手話講座を実施するととも

に、小・中学校においても、手話に関する授業や聴覚障がい者との交流の場を設けていき、

授業を実施する際には、講師への謝礼を補助するなど、手話を学ぶ機会の提供や、手話を

しやすい環境の整備に取り組んでまいります。

 また、各関係機関の団体の皆様から協力をいただきながら、市民や事業者に対する条例

の普及啓発に取り組み、手話に対する理解、体制整備を進め、手話を必要とする人があら

ゆる場面で利用できるよう、環境を整えていきたいと思います。皆様からのご理解、ご協

力のほど、よろしくお願いいたします。以上です。

（有川会長） 

 ありがとうございました。ただいま事務局からご報告がございましたが、何かご説明等

ありましたら、よろしくお願いします。いかがでしょうか。特にはございませんでしょう

か。

 手話が言語になるということです。これは基本的には、従来からずっと当たり前のよう

に言われていたものなのですが、それが本市においても条例の中で整備されたということ

になります。

 それでは、報告事項（１）を終了させていただきます。続きまして「（２）共生のまちづ

くり条例に関わる周知状況等について」、事務局からお願いいたします。
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（事務局：障がい福祉課 羽賀管理係長） 

 共生のまちづくり条例に関わる周知状況等について、ご報告いたします。資料５をご覧

ください。初めに、「１．条例研修会等の実施」についてです。平成 28 年４月に施行しま
した、障がいのある人もない人も共に生きるまちづくり条例に関して、条例施行初年度か

ら、継続して研修会を実施しております。市職員や学校等への研修会と、イベント等での

チラシ配布を合わせますと、合計 22 回実施し、延べ 6,813 人に対し、条例の内容につい
て周知を図りました。

 次に「２．イベントでの周知啓発の実施」についてです。昨年度、イオン新潟南で開催

されました、新潟市フェアをはじめ、さまざまな機会をとらえて、幅広い層に向けて周知

啓発活動を実施しました。

 次に「３．障がい等を理由とした差別相談対応」についてです。平成 30 年度は、１年
間で 12 件の相談に対応しました。当課および障がい者基幹相談支援センターにおいて相
談を受け付け、差別的な対応をしたと思われる相手方に対し、相談内容を伝えるとともに、

助言等を行う調整活動を行いました。こうした１件１件の相談対応の積み重ねも、障がい

者差別の解消に向けた取り組みとして、大変重要なものと考えております。

 相談者の障がい種別の内訳を見ますと、知的障がいおよび精神障がいが４件ずつ、身体

障がい、発達障がいが２件ずつとなっております。

 引き続いて、資料５の別紙をご覧ください。条例の周知に関連して、新たに取り組みを

開始した「ともに Entrance」についてご紹介いたします。本市では、条例の目的である
共生社会の実現を目指して、平成 29 年度から「ともにプロジェクト」を立ち上げ、障が
いのある人への理解を深める取り組みを行っております。当プロジェクトの一環である、

「ともに Entrance」では、「共に生きる社会、ここから、はじめよう」というコンセプト
の下、共生社会づくりに関心がなかったり、関心はあってもなかなか踏み出せなかったり

する方々が、はじめの一歩を踏み出すための入り口として、同じ思いを持つ企業等がつな

がる場の提供や、共生社会について学び、考えるきっかけづくりなどを行います。

 資料裏面に、事業のイメージを掲載しておりますが、企業等による「ともに Entrance」
のネットワークを構築し、構成団体同士の情報交換会や、市から企業等に対する共生条例

研修会を開催することで、さまざまな分野・サービスにおいて、合理的配慮を浸透させる

とともに、共生社会づくりに取り組む、企業独自の事業の活性化につなげていきたいと考

えております。

 また、障がい者アートを活用したポスターをネットワーク参加企業に提供し、展示・活

用してもらうことで、障がい者の文化・芸術活動の周知を図っていきます。

 「ともに Entrance」の取り組みにより、共生社会づくりに取り組む企業等のつながり
を見出し、学ぶ機会を提供し、斬新かつ親しみやすいアイデアを用いて事業を広げていく

ことで、生きづらさを感じないということから一歩進んだ、魅力的な共生社会の実現を目

指していきたいと考えております。

 現在、「ともに Entrance」のネットワークに加入していただける、企業や団体を募集し
ております。昨日現在、33 社からご賛同いただいております。皆様からもぜひ周知にご協
力いただければと思います。以上で、共生のまちづくり条例に係る周知状況等について説

明を終わります。



 22  

（有川会長） 

 ありがとうございました。ただいま事務局より説明ありましたけれども、何かお聞きに

なりたいことがございましたら、挙手をお願いいたします。はい、広岡委員。

（広岡委員） 

 自立支援協議会の広岡です。「３．障がい等を理由とした差別相談対応」ですが、ここに

あたる窓口というのはどこになるのか、役所なのか、市の本課なのか、よく基幹相談のほ

うからいろいろ相談を受けるなんていう話も聞いていて、その窓口と、それに対応する方

はどなたなのかというところをお聞きしたいのですが、お願いします。

（事務局：障がい福祉課 羽賀管理係長） 

 窓口は、市役所の障がい福祉課、あと各区役所の健康福祉課障がい福祉係、あと基幹相

談支援センターの職員となっております。それぞれに相談が行って、例えば、基幹相談支

援センターには、いろんな相談が来ると思いますので、そこからより差別的なものとか、

大変なものが障がい福祉課に相談が来まして、一緒に相談を受けるということもございま

すが、窓口としては基幹相談支援センター、区役所健康福祉課障がい福祉係、障がい福祉

課ということになっております。

（広岡委員） 

 その中でも何か重要な部分ですとか、そういった実例等々を、今後でいいのですが、挙

げてもらって、こんな事例があったとか、そういったところも詳しい内容を皆さんに知ら

せて、自立支援協議会でもいいんですけれども、ご報告ですとか、そういった所にも、実

例等々も知らせていただければなと思います。

（事務局：障がい福祉課 杉本指定係長） 

 この３月の自立支援協議会で、差別の事例ということで、ちょっと件数は失念したので

すが、報告はしておりますので、例えば次回の施策審のほうでも、ご要望であれば、その

ような代表的なものをご報告するということでよろしいでしょうか。

（広岡委員） 

 自立支援協議会では、各区でもやっているのですが、ここの施策審議会でちょっとその

内容等がなかったものですから、お願いいたします。

（事務局：障がい福祉課 長浜課長） 

 具体的な話は、今日は時間の関係もあるので、割愛させていただきますが、項目だけで

言うと、タクシーの配車拒否についてですとか、温浴施設における差別的対応についてで

すとか、教会への立ち入り拒否についてですとか、そういったようなものが、実際、相談

があった方と相手方との、両者の話を聞くような対応をしたのが、この 12 件ということ
になります。実際にはそこまで行かない、単純にご本人からご意見だけ頂いたものですと
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か、匿名だったのでそういう相談まで行かずに、ご意見だけで終わったものも含めると、

大体 90 件近く、さっき言った基幹相談支援センター、市役所、区役所で受けたものがあ
ります。その中から実際に調整というか、両者の話聞いたのが、この 12 件ということで
ご承知おきいただければと思います。

（有川会長）  

 よろしいでしょうか。ほか、いかがでしょうか。

 私、ちょっと１点だけ確認したいのですが、今この条例を周知していくにあたって、条

例研修会等の実施を行っていると。これは当然こういう形で周知していくのが普通だと思

うんですけれども、ちょっと気になったのは当事者の方たちが 24 人というところで、そ
もそも、もちろん条例にかかわるのは我々もそうなんですが、障がいのある方たちに対し

ても、どの程度周知されているのかということが、まず押さえられているかどうかという

ところだけ、もし何かあるようでしたら教えていただきたいです。

（事務局：障がい福祉課 羽賀管理係長） 

 すみません。特に、当事者の方々がどの程度知っているかという資料等は持ち合わせて

ございません。

（有川会長） 

 そうなってくると、相談に来られる方たちがかなり限られている可能性もあるんですよ

ね。概要は知っているかもしれないけれども、何となく自分たちの権利がどういう形で侵

害されているのかということが、具体的に理解できない方たちもおられるかもしれません

し、そういう目に遭っていたとしても、これまでそうだったからというところもあるかも

しれないので、「共に生きる」というところにおいては、片方だけに対しての周知ではなく、

双方に対しての周知という視点をちょっと入れていただくことが、今後お願いできればな

と思ったのですが。

（事務局：障がい福祉課 杉本指定係長） 

 あいまいな記憶なのですが、事業所を通じて、チラシ等による情報共有をしたような記

憶もあるのですが、やったとしてもだいぶ前なので、今のご指摘を受けまして、事業所を

通じて、条例の周知ということで、再度やらせていただければと思いますので、お願いい

たします。

（有川会長）  

 お願いします。それでは、よろしいでしょうか。それでは報告事項（２）について、終

了させていただきたいと思います。

 引き続き「（３）新潟市障がい者デイサポートセンター（通称：明日葉）」について、事

務局からご説明お願いいたします。
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（事務局：障がい福祉課 羽賀管理係長） 

 資料６をご覧ください。新潟市障がい者デイサポートセンター、通称、明日葉について、

説明させていただきます。昨年度第２回目の施策審議会の中でもご報告させていただきま

したが、この明日葉のサービス形態の見直しについて、現時点での状況を報告させていた

だきます。

 障がい者デイサポートセンター明日葉は、市町村事業の地域活動支援センターⅡ型とい

うサービス形態に位置付けられる施設で、１日あたり定員 15 名で、入浴、食事の提供、
創作的活動などを行っております。地域活動支援センターⅡ型は、障がい支援区分の認定

がなくても利用できることから、本来は比較的軽度の方の日中の居場所となる施設でござ

います。しかし、現状を見てみますと、「２．現状と課題」の（１）に記載のとおり、サー

ビス形態と利用実態が乖離しております。先ほど、地域活動支援センターⅡ型は、比較的

軽度の方の日中の居場所であることをご説明しましたが、実際明日葉では、医療的行為が

必要である、重度心身障がい者の方を受け入れたり、特殊浴槽による入浴サービスを提供

していたりします。また障がい支援区分４以上の方も、約半数に達しております。

 このような利用状況が続いていることから、高い稼動率となっていながらも収支は赤字

が続いております。これは、人件費や事業費が多くかかることが原因だと考えております。

一方、市内の障がい者の状況を見てみますと、（３）に記載のとおり、障がい支援区分４以

上の、いわゆる重度障がい者の割合が、平成 18 年度の 35.9％から、29 年度には 50.7％ま
で増加しております。このような状況を踏まえ、明日葉については、①利用実態に合わせ

たサービス形態へ、②現在の利用者が引き続き利用可能な施設へ、③重度の方の日中の居

場所となる施設へ、④国・県の財源を活用した持続可能な施設へという４つの方向性に基

づき、来年度から、生活介護などのサービスを行います。また、現在の利用者には影響が

出ないよう、生活介護に該当しない方については、市独自サービスとして利用していただ

きます。これにより、重度の方の日中の居場所となるとともに、国・県の財源を活用した、

一般財源を抑えた持続可能な施設となります。

 「５．今後のスケジュール」ですが、先週の金曜日、８月 30 日に説明会を行い、現在
指定管理者を募集しております。９月 27 日金曜日までの提出受付となっております。そ
の後、10 月下旬に応募者プレゼンテーションの評価会議を行って、指定管理者の候補を選
定する予定です。その後、12 月議会で指定管理者指定の議決を経て、来年４月より、新た
なサービス形態で運用を開始する予定です。明日葉については以上です。

（有川会長）  

 はい、ありがとうございます。ただいまの事務局の説明について、何かお聞きになりた

いことがございましたら、挙手をしていただければと思いますが、いかがでしょうか。よ

ろしいでしょうか。それでは、報告事項（３）につきましては終了させていただきます。

続きまして、「（４）次年度予算の編成について」、事務局から説明をお願いいたします。

（事務局：障がい福祉課 長浜課長） 

 それでは、報告事項（４）について、配布資料はございませんけれども、私からお話を

させていただきたいと思います。今、新潟市では、来年度の予算編成に向けた作業が、本
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格化しつつあるというところでございます。最近では、県の財政の話が新聞などで結構取

り挙げられておりますが、新潟市につきましても、決して財政状況が明るいことはなく、

特に今年度からの３年間というのは、財政の集中改革期間と位置付けまして、これまでも

行ってきましたけれども、事務事業の点検ですとか、選択と集中というものを徹底すると

いうことで、限りある財源の中で、喫緊の課題に対応していこうということで、今全市的

に動いているという状況でございます。

 この障がいをはじめとする福祉の分野についても、当然例外ということはなく、施策の

方向性ですとか、社会情勢の変化等を踏まえながら、これまで継続してきた事業や制度を、

あらためて一から見直していこうということで、今作業を進めているところでございます。

 そういった中で、社会情勢や環境の変化などを踏まえながら、今の制度のレベルが適切

なのかどうか、もしくはその制度を継続していくことが必要なのかどうかといった点も、

当然見直すということが、場合によっては、いくつかの部分で出てくる可能性もございま

す。そうは言いながらも、やはりこの福祉の分野、特に障がいの分野につきましては、継

続していかなければいけない部分というのも多くございますし、今日もいろいろご意見を

頂いたとおり、もっと拡充していかなければいけない部分というものも、多くある状況で

ございます。その辺のメリハリをこれから真剣に考えながら、来年度の予算も、必要なも

のをできる限り確保できるように、取り組んでいかなければいけないと思っております。

 各事業について、これまでの状況の分析ですとか、今後の将来見込みなどもしっかりと

立てながら、また今日皆様方から頂いたご意見等も参考にさせていただきながら、予算の

編成作業に取り組んでいきたいと思っておりますので、引き続きご理解、ご協力をいただ

ければと思っております。よろしくお願いいたします。私からは以上です。

（有川会長）  

 はい、ありがとうございました。特に資料等ございませんけれども、皆さんのほうで何

かお聞きになりたいことがございましたら、挙手をしていただければと思います。いかが

でしょうか。

 １点だけ、今のお話の中に関連することなのですが、施策の方向性によって、今後、集

中と選択ということだとは思うのですが、具体的に今の時点で、予算についての方向性と

いうところにおけるビジョンというものが、何か定まっていないと多分決めていけないと

思うので、その辺りが何なのかというのを、教えていただければと思うのですが。

（事務局：障がい福祉課 長浜課長） 

 まず選択と集中という、選択という部分で、既存の事業を見直すというポイントについ

ては、やはり市の単独の財源で行っている事業については、今のものが適切なのかどうか

というのを、一からしっかりと見ていかなければいけないということで、作業進めている

というところでございます。

 それから、集中していくという部分につきましては、私ども昨年から言っておりますけ

れども、今新潟市の障がい福祉施策の中で、大きな課題というか、これからしっかりと取

り組んでいかなければいけない３つを挙げておりまして、１つが重度障がい者への対応、

それから２点目が、就労の部分ですね。３点目が、いわゆる共生社会の実現ということで、
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この３つを大きな課題としておりますので、見直すべきところがあって、見直すというこ

とになれば、そういった見直したところの財源も使いながら、今言った、集中的に取り組

んでいかなければいけない３つの部分に、その財源をうまく使いながら、障がい福祉の施

策を進めていきたいと、大きな方向としては考えているところでございます。

（有川会長）  

はい、ありがとうございました。ほか、よろしいでしょうか。それでは、報告事項（４）

を終了させていただきます。
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５．その他 

（有川会長） 

次、その他です。いくつかあると思いますが、その他のほう、事務局からお願いいたし

ます。

（事務局：障がい福祉課 星野給付係長） 

 障がい福祉課給付係の星野と申します。お願いします。私からは、児童発達支援等の利

用者負担の無償化について、ご説明させていただきます。本日机上配布させていただきま

した、オレンジ色がついているチラシをご準備ください。本年 10 月から実施されます、
幼児教育無償化に伴いまして、児童発達支援をはじめとしました、チラシに記載のある、

６つの障がい児支援サービスにおいても、就学前の３歳児・４歳児・５歳児を対象に、利

用者負担額の無償化が実施されます。

 このチラシを、対象となる事業所および障がい児相談支援事業所、各区役所の窓口、基

幹相談支援センター等に設置しまして、また、ポスターの配布、掲示も行いまして、利用

者に対する周知を行っているところでございます。私からの説明は以上となります。

（事務局：障がい福祉課 羽賀管理係長） 

 続いて、全国障がい者芸術・文化祭等について説明させていただきます。「第 34 回国民
文化祭・にいがた 2019、全国障害者芸術・文化祭にいがた大会」と書かれた資料をご覧く
ださい。９月 15 日月曜日より、新潟県全域を会場としまして、「第 34 回国民文化祭・に
いがた 2019」および「第 19 回全国障害者芸術・文化祭にいがた大会」が開催されます。
どちらも新潟県では初開催のイベントでございます。会期は 11月 30日までの 77日間で、
県内を７つのエリアに分け、それぞれの地域の特色を生かしたイベントが開催されます。

 国民文化祭と障害者芸術・文化祭、両者を同時開催することで、障がいのある人もない

人もともに楽しみ、感動を分かち合い、交流を広げることを目的としています。本日、皆

様にお配りしている、公式ガイドブックから抜粋したものが、資料の裏面にありますので、

ご覧下さい。

簡単にご説明いたします。１つ目、「バスなか美術館」は、新潟交通の BRT 路線を走る
連接バス「ツインくる」の中の中吊り広告を利用しまして、障がい者アートを展示する取

り組みでございます。

 ２つ目、「福祉のいいもの展」は、NEXT21、３階にて、市内 24 の障がい福祉事業所で
つくられたお菓子や小物を販売しております、まちなかほっとショップが、全国各地の事

業所のものを展示・販売するものでございます。

 ３つ目、「ともに Entrance」は、先ほど報告事項の中で説明させていただきましたが、
新たにこの当課で立ち上げました、共生社会を目指すネットワーク、「ともに Entrance」
に加盟している企業や店舗、施設の入口に、障がい者アートを展示するものでございます。

 ４つ目、「柾谷藝術ロマン小路－二〇一九秋日展－」は、古町柾谷小路の金融機関のショ

ーウインドウに、アート作品を展示するものでございます。

 最後に５つ目、「新潟のまちをより楽しく元気に！ 感性をより磨ける障がい者のおもて

なし」ですが、所管は、文化政策課の事業となりますが、障がいのある人でも楽しめるま
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ち歩きを実施するものでございます。また、併せて NEXT21、１階にて、休日限定で、障
がいのある人もない人も集い、交流できる「誰でもおしゃべりカフェ」を開設し、新潟の

まちを楽しむイベントを行います。

 その他、新潟市内では、茶会、お香の祭典、連句の祭典といった文化的な祭典や、シン

ポジウムが開催されます。一部入場料が必要なものがございますが、県内初開催のイベン

トですので、ぜひ足を運んでいただきますよう、よろしくお願いいたします。

続きまして、ヘルプマークについてご説明いたします。「ヘルプマークを知っています

か？」というチラシをご覧下さい。外見では障がい等があるとわからなくても、援助や介

助を必要とされる方が、周囲の方に援助を得やすくなるよう、皆で助け合う社会を目指し

て、ヘルプマーク、ヘルプカードの配布を７月中旬より開始しております。ヘルプマーク

は、平成 24 年に東京都で作成、配布が始まり、義足や人工関節を使用している方、内部
障がいや難病の方、妊娠初期の方、または発達障がいの方など、援助や配慮を必要として

いる方が、外見からはわからない方が、周囲の方に配慮を必要としていることを知らせる

ことで、援助が得やすくなることを目的としております。ストラップを利用して、かばん

などに身に付けることで、支援を必要としていることを知らせることができ、周囲の方に

援助を促すことができます。

 また、ヘルプカードは、障がいのある方などが困ったときに、周囲に助けを求めるため

のもので、手助けが必要な人と、手助けができる人を結ぶカードです。障がいのある方な

どが持ち歩き、災害時や緊急時など、周囲の人に手助けを求めたい時に提示することで、

あらかじめヘルプカードに記載してある、お願いしたいことについて手助けを求めること

ができます。

 本市では、各区役所の健康福祉課や、地域保健福祉センターの窓口などで、希望者に配

布しております。ヘルプマーク・ヘルプカードは、周囲の方の支援を促すことを目的とし

ていることから、広く市民の皆様、関係機関の方々に趣旨をご理解いただくことが重要で

す。周知啓発をこれからも頑張っていきたいと思いますので、よろしくお願いいたします。

（事務局：障がい福祉課 織田島就労支援係長） 

 最後になりますが、就労支援係織田島と申します。障がい者大運動会についてのお知ら

せになります。お配りしました大運動会のパンフレットをご覧ください。こちらは、年に

１度開催している、障がい者大運動会ですが、昨年度は、これまでの陸上競技場から、天

候に左右されない東区の東総合スポーツセンターへ変更して開催しました。雨天中止だっ

たり、台風中止ということで、2015 年以来３年ぶりの開催でしたが、市内すべての区から
700 名の方の参加がありました。
 パン食い競争など、障がいのある人もない人も、一緒に楽しめる内容となっていますの

で、皆様のご参加をお待ちしております。ご参加の場合は、内履きを持参してください。

よろしくお願いします。

（有川会長）  

 ありがとうございました。以上になりますでしょうか。今、その他で、４つ報告があり

ましたが、内容につきまして、聞いておきたいことがございましたら、いかがでしょうか。
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（角田委員） 

 ヘルプカードの配布ですが、これは個人がもらいにいく以外にはもらえないんですか。

（事務局：障がい福祉課 羽賀管理係長） 

 はい、基本的には個人の方が来ていただいて、どなたでも差し上げることができるので

すが、簡単なアンケートだけお答えいただきたいと思っておりますので、よろしくお願い

いたします。

（有川会長）  

 よろしいですか。ほか、いかがでしょうか。それでは、令和元年度第１回新潟市障がい

者施策審議会は、以上で終了となります。委員の方々それぞれのお立場でお気付きのこと、

あるいは日常の中でお考えのことがありましたら、お手元に「障がい者施策審議会に対す

る意見」という用紙がございますので、現状を踏まえた意見や提案について書いていただ

いて、提出いただけたらと思っております。皆様には、お忙しいところ、長時間にわたる

会議へのご協力・ご出席いただきまして、大変ありがとうございました。それでは、マイ

クを事務局にお返ししたいと思います。
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６．閉会 

（司会：障がい福祉課 佐藤課長補佐） 

 有川会長、長時間に渡りまして議事進行いただきまして、ありがとうございました。ま

た、委員の皆様も、活発なご発言をいただきまして、ありがとうございました。

 最後に、事務連絡ですが、本日お車でお越しの委員におかれましては、駐車券を無料処

理してありますので、お帰りの際に受付の所でお受け取りくださいますよう、お願いいた

します。

 以上で、令和元年度第１回新潟市障がい者施策審議会を終了いたします。本日はお忙し

い中ご出席いただきまして、ありがとうございました。


